
平成 15年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 15年 5月 16日

上   場   会   社   名     エス・バイ・エル株式会社 上場取引所 東 大

コード番号    1919 本社所在都道府県

 （ＵＲＬ　http://www.sxl.co.jp/) 大阪府

代表者 役職名 取締役社長 氏名    渡瀨　淳一

問合せ先 責任者役職名 管理本部副本部長 氏名    小林　裕明 TEL (06) 6315 - 1131
決算取締役会開催日　　平成 15年 5月 16日 中間配当制度の有無　　無

定時株主総会開催日　　平成 15年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年  3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績 (記載金額：百万円未満切り捨て)

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年  3月期 81,145 △ 10.1 992 730.2 △ 514 -

14年  3月期 90,252 △ 24.8 119 △ 95.9 △ 957 -

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年  3月期 △ 9,554 - △ 117.68 - △ 27.1 △ 0.5 △ 0.6

14年  3月期 △ 36,346 - △ 446.08 - △ 65.8 △ 0.6 △ 1.1

(注)①期中平均株式数 15年  3月期    81,187,831 株　　　14年  3月期    81,479,452 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年  3月期 - - - - - -

14年  3月期 - - - - - -

（注）15年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　          － 円 － 銭、　特別配当　          － 円 － 銭

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年  3月期 100,138 30,650 30.6 377.63

14年  3月期 128,614 39,960 31.1 492.12

(注)①期末発行済株式数　15年  3月期     　81,210,726 株　14年  3月期     　81,210,726 株

 　 ②期末自己株式数　　15年  3月期           43,985 株　14年  3月期            8,445 株

２. 16年  3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 41,300 280 180 － － －

通　　期 86,500 1,700 1,400 － 5.00 5.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   17 円 25 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在しております。

   実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想

　 のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の９ページを参照してください。
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 比 較 貸 借 対 照 表  
                                                                                            

（単位：百万円） 

資 産 の 部                                                  

科 目                   平成１５年３月３１日現在 平成１４年３月３１日現在 増   減  

   資 産 の 部                          

 

流 動 資 産                              

  現 金 預 金              

  受 取 手 形              

  完 成 工 事 未 収 入 金              

  分譲用土地建物未収入金              

  売 掛 金              

  有 価 証 券              

  未 成 工 事 支 出 金              

  分 譲 用 土 地              

  分 譲 用 建 物              

  未 成 分 譲 用 建 物              

  材 料 及 び 貯 蔵 品              

  前 渡 金              

  短 期 貸 付 金              

  前 払 費 用              

  繰 延 税 金 資 産              

  そ の 他              

  貸 倒 引 当 金              

 

固 定 資 産                              

 有 形 固 定 資 産                             

  建 物              

  構 築 物              

  機 械 装 置              

  車 両 運 搬 具              

  工 具 器 具 備 品              

  土 地              

  建 設 仮 勘 定              

 無 形 固 定 資 産                             

  ソ フ ト ウ ェ ア              

  電 話 加 入 権              

 投資その他の資産                   

  投 資 有 価 証 券              

  関 係 会 社 株 式              

  長 期 貸 付 金              

  破産債権・更生債権その他              

  こ れ ら に 準 ず る 債 権              

  長 期 前 払 費 用              

  繰 延 税 金 資 産              

  差 入 保 証 金              

  投 資 不 動 産              

  そ の 他              

  貸 倒 引 当 金              

 

 

       ４８，３３１ 

      １２，１６２ 

        ２，７２２ 

       ７，３２６ 

１，０６８ 

        ３，０９６ 

           － 

          ７９１ 

      １０，００３ 

         ５０３ 

       ２，０４４ 

         ６１５ 

         ３９８ 

       ４，９７３ 

         ５５２ 

         ６８０ 

       １，４０１ 

△           ９ 

 

      ５１，８０７ 

      ２９，４４０ 

      １９，９３１ 

         ８５５ 

          ７８ 

           １ 

         １２３ 

       ８，４３６ 

          １３ 

         ２３３ 

          １７０ 

          ６３ 

      ２２，１３３ 

       ５，７６５ 

        ４，１４２ 

  １２，４６２ 

         １９５ 

     ５５１ 

           － 

       １，０３０ 

         ７３７ 

        １，２６１ 

△    ４，０１３ 

 

 

 

       ５７，７２８ 

      ２０，０００ 

        １，９６１ 

       ８，４０５ 

          ９７６ 

        ３，７１０ 

         １９８ 

        １，６９５ 

      １１，１１０ 

       １，７３７ 

         ３１８ 

         ４６２ 

         ３７０ 

       ４，５３４ 

         ５８１ 

         ４００ 

       １，２７６ 

△          １３ 

 

      ７０，８８６ 

      ３４，８８２ 

      ２１，５３６ 

         ９２５ 

         １１０ 

           １ 

         １２７ 

      １２，０８７ 

          ９１ 

         １６８ 

         １０７ 

          ６０ 

      ３５，８３６ 

      １０，８２６ 

        ４，８１３ 

  １５，７５１ 

         ８３９ 

     ６１６ 

       ２，７９４ 

         ９９６ 

         ７３７ 

        ２，２３０ 

△    ３，７７０ 

 

 

 

   △   ９，３９６ 

   △   ７，８３７ 

         ７６０ 

   △   １，０７８ 

          ９１ 

   △     ６１４ 

△     １９８ 

   △     ９０４ 

   △   １，１０７ 

   △   １，２３３ 

       １，７２５ 

         １５３ 

          ２７ 

         ４３９ 

   △      ２９ 

         ２７９ 

         １２５ 

           ３ 

 

   △  １９，０７９ 

   △   ５，４４１ 

   △   １，６０４ 

   △      ６９ 

   △      ３２ 

   △       ０ 

   △       ４ 

   △   ３，６５１ 

   △      ７８ 

          ６４ 

          ６２ 

           ２ 

△  １３，７０２ 

△     ５，０６０ 

△       ６７１ 

△     ３，２８９ 

    △     ６４３ 

△           ６４ 

△   ２，７９４ 

         ３４ 

△       ０ 

△     ９６９ 

△       ２４２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    資 産 合 計                               １００，１３８      １２８，６１４    △  ２８，４７６  
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                                                （単位：百万円） 

負 債 ・ 資 本 の 部                                                           

科 目                   平成１５年３月３１日現在 平成１４年３月３１日現在 増   減 

   負 債 の 部                       

流 動 負 債                  

 支 払 手 形                             

 工 事 未 払 金                             

 買 掛 金                             

 短 期 借 入 金                             

 一 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債               

 一年以内償還予定の転換社債               

 一年以内返済予定の長期借入金               

 未 払 金                             

 未 払 法 人 税 等                             

 未 払 消 費 税 等               

 未 払 費 用                             

 未 成 工 事 受 入 金                             

 前 受 金                             

 預 り 金                             

 前 受 収 益                             

 賞 与 引 当 金                             

 完 成 工 事 補 償 引 当 金                             

 そ の 他               

 

固 定 負 債                  

 社 債                             

 長 期 借 入 金                             

 預 り 保 証 金                             

 退 職 給 付 引 当 金                             

 役 員 退 職 給 与 引 当 金               

 そ の 他               

  

   負 債 合 計                       

 

       ３３,９１６ 

        ４,０３７ 

        ８,５０１ 

        ３,０９１ 

        ７,０００ 

            － 

            － 

        ７,０００ 

         ２３２ 

          ３８ 

           １７ 

          ８６０ 

       ２，２３５ 

          ６４ 

         ２７０ 

          ２１ 

         ３００ 

         ２４７ 

           ０ 

         

      ３５，５７１ 

       ２，５００ 

      ３０，０００ 

         ９４９ 

         ３６０ 

       １，０２８ 

         ７３２ 

 

      ６９，４８７ 

 

       ５７,２８１ 

        ４,８５６ 

        ８,５３５ 

        ３,６２８ 

           － 

      ２１，２００ 

       １，１６４ 

      １３，０００ 

         ２７８ 

          ４３ 

          ４２ 

        １,０９２ 

        ２,１９９ 

          ３９ 

         ４６８ 

          ８４ 

         ３８４ 

         ２６２ 

           ０ 

 

      ３１，３７２ 

       ３，４００ 

       ２３,０００ 

        １,６６０ 

         ２８３ 

       １，３３４ 

       １，６９３ 

 

       ８８,６５３ 

 

△  ２３，３６４ 

   △     ８１９ 

   △      ３４ 

   △     ５３６ 

       ７，０００ 

   △  ２１，２００ 

   △   １，１６４ 

   △   ６，０００ 

   △      ４６ 

   △       ５ 

   △      ２５ 

   △     ２３１ 

          ３５ 

          ２４ 

   △     １９７ 

   △      ６３ 

   △      ８４ 

   △      １５ 

       ０ 

 

       ４，１９８ 

   △     ９００ 

       ７，０００ 

   △     ７１１ 

  ７７ 

   △     ３０６ 

   △     ９６１ 

 

   △  １９，１６５ 
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（単位：百万円） 

負 債 ・ 資 本 の 部                                                           

科 目                   平成１５年３月３１日現在 平成１４年３月３１日現在 増   減 

    資 本 の 部                       

資 本 金                  

 

法 定 準 備 金                  

 資 本 準 備 金                             

 利 益 準 備 金                             

 

再 評 価 差 額 金                            

 

剰余金又は欠損金(△)                  

 任 意 積 立 金                  

  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金                            

  別 途 積 立 金                            

  当 期 未 処 理 損 失                            

   （う ち 当 期 純 損 失            ） 

 

その他有価証券評価差額金                            

 

自 己 株 式                            

 

    資 本 合 計                       

    

資 本 金                  

 

資 本 剰 余 金                  

 資 本 準 備 金                             

 そ の 他 資 本 剰 余 金                             

 資 本 準 備 金 減 少 差 益                            

 

利 益 剰 余 金                  

  当 期 未 処 理 損 失                            

   （う ち 当 期 純 損 失            ） 

 

土 地 再 評 価 差 額 金                            

 

その他有価証券評価差額金                            

 

自 己 株 式                            

 

    資 本 合 計                       

 

           － 

 

           － 

           － 

           － 

 

           － 

 

           － 

           － 

           － 

           － 

           － 

   （         －） 

 

           － 

 

           － 

 

                 － 

 

      ２９，９１７ 

 

      １６，９２７ 

       ７，５００ 

       ９，４２７ 

       ９，４２７ 

 

   △  １５，１１６ 

     １５，１１６ 

   （      ９，５５４） 

 

   △     ９９９ 

 

     △       ７３ 

 

   △       ５ 

 

            ３０，６５０ 

 

       ２９,９１７ 

 

       ３３,０３２ 

       ３１,１６７ 

        １,８６５ 

 

   △   ６，５６１ 

 

   △  １６，１０４ 

      １４，５９９ 

         ２４９ 

       １４,３５０ 

      ３０，７０４ 

   （     ３６，３４６） 

 

     △      ３２１ 

 

   △       １ 

 

            ３９，９６０ 

 

            － 

 

            － 

            － 

            － 

 

 

            － 

           － 

   （         －） 

 

 

 

             － 

 

           － 

 

                 － 

 

           － 

 

           － 

           － 

           － 

 

           － 

 

           － 

           － 

           － 

           － 

        － 

  （         －） 

 

              － 

 

           － 

 

－ 

 

           － 

 

           － 

           － 

           － 

 

 

           － 

－ 

  （         －） 

 

 

 

              － 

 

           － 

 

                 － 

   負 債 ・ 資 本 合 計                              １００，１３８      １２８，６１４ △  ２８，４７６ 
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比 較 損 益 計 算 書 

                                                                  （単位：百万円） 

 

区  分 

 

科      目 

当      期 

(
自  平成14年 4月 1日

至  平成15年 3月31日
) 

前      期 

(
自  平成13年 4月 1日

至  平成14年 3月31日
) 

 

増          減 

 

 

  金     額 構成比率 金     額 構成比率 金        額 増 減 率         

 

 完 成 工 事 高                       

 完 成 工 事 原 価                       

 

  ５０,９３７ 

  ３９,９６７ 

       %

   100.0 

  78.5

 

  ６０,７０５ 

  ４８,９３７ 

       % 

   100.0 

  80.6 

 

△ ９,７６８ 

△ ８,９６９，

       %

△  16.1

△  18.3

 完 成 工 事 総 利 益                       

 分譲用土地建物売上高                       

 分譲用土地建物売上原価 

  １０,９６９ 

  １１,８７８ 

  １１,０８７ 

    21.5

   100.0

  93.3

  １１,７６７ 

   ９,１９１ 

   ８,２７１ 

  19.4 

   100.0 

  90.0 

△   ７９８ 

  ２,６８７ 

 ２,８１６ 

△  6.8

   29.2

  34.0

 分譲用土地建物売上総利益 

 部 材 売 上 高                       

 部 材 売 上 原 価                       

     ７９０ 

  １６,８８６ 

  １３,８５０ 

   6.7

  100.0

  82.0

    ９１９ 

  １９,５６６ 

  １６,４４０ 

  10.0 

   100.0 

  84.0 

△   １２９ 

△ ２,６７９ 

△ ２,５８９ 

△ 14.0

△  13.7 

△ 15.8

 部 材 売 上 総 利 益                       

 そ の 他 売 上 高                       

 そ の 他 売 上 原 価                       

   ３,０３５ 

   １,４４３ 

   １,６０９ 

  18.0

  100.0

  111.6

   ３,１２５ 

     ７８９ 

   １,１５７ 

  16.0 

   100.0 

  146.6 

△    ８９ 

   ６５３ 

    ４５２ 

△  2.9

  82.8

  39.1

 そ の 他 売 上 総 利 益                       △   １６６ △  11.6 △   ３６８ △ 46.6     ２０１ △ 54.7

 

 

 

 

 売 上 高 合 計                       

 売 上 原 価 合 計                        

  ８１,１４５ 

  ６６,５１６ 

   100.0

  82.0

  ９０,２５２ 

  ７４,８０７ 

   100.0 

    82.9 

△ ９,１０７ 

△ ８,２９１ 

△  10.1

△  11.1

営 
 
 
 
 

業  
 
  

損 
 
  
 

益 

 売 上 総 利 益                       

 

 販売費及び一般管理費                       

 

 営 業 利 益                       

  １４,６２８ 

 

  １３,６３６ 

 

    ９９２ 

    18.0

 

    16.8

       

   1.2

  １５,４４４ 

 

  １５,３２５ 

 

    １１９ 

    17.1 

 

    17.0 

 

     0.1 

 △   ８１５ 

 

 △ １,６８８ 

 

      ８７２ 

△   5.3

 

△  11.0

 

   730.2

 

 

 

 

 

 

 

 

営  業  外  収  益 

 受取利息及び受取配当金                       

 有 価 証 券 利 息            

 為 替 差 益            

 雑 収 入                       

 

   

    ５４９ 

     ４９ 

      － 

     ５８８ 

 

 

 

 

    ５８８ 

    ３０６ 

    ５３０ 

     ７２２ 

 

 

 

 

 △    ３８ 

△   ２５７ 

△   ５３０ 

 △   １３３ 

 

 

△   6.6

△  83.9

△ 100.0

△  18.5

 

 

 

 

 

 

 営 業 外 収 益 合 計                       

 

営  業  外  費  用 

 支 払 利 息                       

 社 債 利 息                       

 有 価 証 券 売 却 損                       

 為 替 差 損            

 雑 損 失            

   １,１８６ 

      

 

   １,１６７ 

    ２２４ 

     １８６ 

    ７５０ 

     ３６６ 

     1.5   ２,１４７ 

 

 

    ７８７ 

   １,２５８ 

    ３３４ 

      － 

     ８４４ 

     2.4  △   ９６０ 

 

 

    ３８０ 

△  １,０３４ 

△    １４８ 

     ７５０ 

 △   ４７８ 

△  44.7

 

 

  48.3

△ 82.2

△ 44.3

   -

△ 56.7

 

 

 

 

 

 

営 
 
 
 
 

業  
 
  

外 
 
  
 

損  
 
 
 

益 

 営 業 外 費 用 合 計                          ２,６９３      3.3    ３,２２４      3.6  △   ５３０ △  16.5  

経 
 
 
 
  
 
  
 
  
 
 

常  
 
  
  
 
 
  
 
 

損  
 
  
 
  
 
  
 
 

益 

   経 常 損 失                            ５１４  △ 0.6     ９５７  △ 1.1  △   ４４２    -  

  特  損   

  別  益   

 特 別 利 益                      

 特 別 損 失                      

    ３９４ 

   ７,０６２ 

     0.5

     8.8

     ９１ 

  ３５,９４０ 

     0.1 

    39.8 

     ３０２ 

 △２８,８７８ 

   329.0

△ 80.3

 

 

 税 引 前 当 期 純 損 失                                  ７,１８３  △  8.9  ３６,８０６  △ 40.8  △２９,６２３     -  

 法 人税、住民税及び事業税                               

 法 人 税 等 調 整 額                

△   １４３ 

  ２,５１５ 

 △ 0.2

     3.1

     ４３ 

△   ５０３ 

   0.1 

 △  0.6 

△   １８７ 

   ３,０１８ 

△ 427.2

△ 599.1

 

 

 当 期 純 損 失                  ９,５５４  △ 11.8  ３６,３４６  △ 40.3  △２６,７９２     -  

 前 期 繰 越 利 益                               

 土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額                               

      － 

△  ５,５６２ 
  

   ５,６４１ 

      － 
 

△ ５,６４１ 

△ ５,５６２ 
 
 

 

 当 期 未 処 理 損 失                                １５,１１６    ３０,７０４   △１５,５８８   
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比較損失処理案  
 

                                           （単位：百万円） 

項 目                     

当      期 

(
自  平成14年 4月 1日

至  平成15年 3月31日
) 

前      期 

(
自  平成13年 4月 1日

至  平成14年 3月31日
) 

 

 

（当期未処理損失の処理） 

当 期 未 処 理 損 失                           

損 失 処 理 額                           

任 意 積 立 金 取 崩 額                         

固定資産圧縮積立金取崩額                          

別 途 積 立 金 取 崩 額                        

利 益 準 備 金 取 崩 額                         

その他資本剰余金からの振替額 

資 本 準 備 金 取 崩 額                         

            －

            －

            －

９，４２７

５，６８８

１５，１１６

１５，１１６

 

 

 

 

         ２４９ 

 １４，３５０ 

   １，８６５ 

            － 

 １４，２３９ 

 ３０,７０４

 

          

  ３０，７０４

 

 

 

次 期 繰 越 損 失                                     －              －

 

(その他資本剰余金の処分) 

そ の 他 資 本 剰 余 金                         

その他資本剰余金処分額                         

利益剰余金への振替額                         ９，４２７

９，４２７

９，４２７

 

 

 

 

            － 

            －

            －

            －             －その他資本剰余金次期繰越額                          
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重 要 な 会 計 方 針                         

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

    （１）有価証券 

        満期保有目的債券…………………………償却原価法（定額法） 

        子会社株式及び関連会社株式……………移動平均法による原価法 

        その他有価証券 

        ・時価のあるもの                   

            株式、証券投資信託の受益証券……期末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法 

            債券……………………………………期末日の市場価格等に基づく時価法 

            （いずれも評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        ・時価のないもの…………………………移動平均法による原価法 

 

    （２）デリバティブ………………………………時価法 

                                              

   （３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

        未成工事支出金、分譲用土地、分譲用建物、未成分譲用建物………個別法による原価法 

     材料及び貯蔵品……………………………………………………………移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法     

        有形固定資産 

    ・建 物……………………………………定額法 

    ・その他……………………………………定率法（但し、軽井沢リゾートホテルの構築物等は定額法） 

なお、主な耐用年数はつぎのとおりであります。 

建物    ３～47年 

構築物   ７～50年 
機械装置  ７～９年 
 
少額減価償却資産 
取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、 3年均等償却 
 

        無形固定資産………………………………定額法 

                           （なお、ソフトウェア（自社利用分）は社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法） 

 

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

        外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 

４．引当金の計上基準 

    （１）貸倒引当金   

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

    （２）賞与引当金 

        従業員の賞与の支給に備えるため、翌期の支給見込額のうち当期に負担すべき金額を計上しております。 

 

    （３）完成工事補償引当金 

        引渡済建物の瑕疵担保責任に基づく補償費及びアフターサービス補修費の支出に備えるため、完成工事高及び分譲用 

       建物売上高に過去の一定期間における瑕疵担保責任に基づく補償費及びアフターサービス補修費の実績から算出した 

       実績率を乗じた発生見込額を計上しております。 
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    （４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業度年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異（798百万円）については、５年による按分額を費用処理しており、特別損失の部に計上

しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 

    （５）役員退職給与引当金 

        役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

５．リース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸   

       借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

    （１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ会計を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例

処理（支払利息に加減）を採用しております。また､為替予約等が付されている外貨建予定取引の内、振当処理の要

件を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

 

    （２）ヘッジ対象とヘッジ手段 

        （ヘッジ対象）                      （ヘッジ手段） 

          借入利息、社債利息………………………金利スワップ 

          外貨建予定取引……………………………通貨スワップ、為替予約 

 

    （３）ヘッジ方針 

金利及び為替の市場変動リスクの回避とキャッシュ・フローの固定化を目的としており、投機的なデリバティブ取引

は行っておりません。 

 

    （４）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累

計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

なお、金利スワップの特例処理はその要件を満たすことにより、また、振当処理を採用しているものについては、キ

ャッシュ・フローを完全固定化するものと認められるためヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 
７．消費税等の会計処理 

    税抜方式によっております。 

 

８．自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成14年４月１日以後に適用さ

れることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準によっております。これによる当事業年度の損益に与える

影響は軽微であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 

 

９．１株当たり情報 

 「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成14年４月１日以後開始する事業年度に係る財務諸表から適用

されることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針によっております。なお、これによる影響

はありません。 

 

10．連結納税制度の適用 

    当事業年度から連結納税制度を適用しております。 
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注 記 事 項                         

 

 （貸借対照表関係）                      

                                                （ 当     期 ）            （ 前          期 ） 

  １．有形固定資産の減価償却累計額                                          ９，９７５ 百万円             ９，２６６  百万円  

   ２．関 係 会 社 に 対 す る 売 上 債 権                             ２，０７６                       ２，０９７         

   ３．関係会社に対する短期貸付金                             ４，９７３                       ４，５３４         

   ４．関係会社に対する長期貸付金                           １１，７４７                     １５，０１６         

   ５．関 係 会 社 に 対 す る 仕 入 債 務                             ２，０８３                   ２，２０１        

   ６．担 保 提 供 資 産                                            ３，７３７                   ３，４４０     

   ７．関係会社等のための保証債務等                         １６，４２７                    ２３，６００         

   ８．住宅購入者のための保証債務                                            １，６１５                      ２，３０１        

   ９．授権株式数及び発行済株式総数                                                    

         授 権 株 式 数                      ２４７，０００  千株          ２４７，０００ 千株 

         発 行 済 株 式 総 数                       ８１，２１０ 千株           ８１，２１０ 千株 

   10．自 己 株 式                                           ４３，９８５ 株             ８，４４５ 株 

   11．発 行 済 株 式 数 の 減 少 の 内 容                                 

       資本準備金による自己株式消却                                 

         消 却 株 式 数                            － 千株            ２，０００ 千株 

         株 式 の 取 得 価 額 の 総 額                                  －  百万円                  ５３１ 百万円 

 12．事 業 用 土 地 の 再 評 価                                   

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額金につい

ては「土地再評価差額金」として資本の部に計上しています。 

（１）再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める当該事業

用土地の近隣の地価公示法（昭和44年法律第49号）第６条に規定する標準地について同条の規定により公示

された価格に合理的な調整を行って算定する方法によっております。 

（２）再評価を行った年月日         平成14年３月31日 

（３）再評価を行った事業用の土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

                             ４３４ 百万円 

 13．準 備 金 に よ る 欠 損 て ん 補                                   

    平成14年６月27日開催の定時株主総会において下記の欠損てん補を行っております。 

              利益準備金       １，８６５ 百万円 

              資本準備金      １４，２３９  

                計        １６，１０４  
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 14．資 本 の 欠 損                                   

    資本の欠損の額は５，６９４百万円であります。 

 

（損益計算書関係）                      

                                      （ 当     期 ）     （ 前     期 ）    

  １．関係会社に対する受取利息            ３６０ 百万円          ３６５  百万円     

 

 ２．関係会社に対する為替差損益   △   ７１９              ５１１        

 

３．特別利益、特別損失の主な内訳                                                           

       特 別 利 益                                                                              

        固 定 資 産 売 却 益                         １                 ７６ 

        投資有価証券売却益                    １１５                １ 

         役員退職給与引当金戻入益                  ２６６             － 

       特 別 損 失                                                        

        固 定資 産除売却損                   １，２３２           １２９ 

         投資有価証券売却損                      ８７４       １３，９１０ 

         投資有価証券評価損                  ２，３２６        １３，２７０ 

     関係会社株式評価損                  ９１１            － 

         貸 倒引 当金繰入額                    ８００        １，５１５ 

         退職給付引当金繰入額                               １５９               １５９ 

         会 員 権 評 価 損                            １１              １８ 

         分 譲用 土地評価損                        ５２４         ６，３２９ 

         分 譲用 建物評価損                        １５３            ５１９ 

        (注) 上記の内、関係会社との取引に係るもの 

     固 定 資 産 売 却 損                １，２１９            － 

     貸 倒引 当金繰入額                   ８００        １，５１５ 

         関係会社株式評価損                  ９１１            － 

 

（リース取引関係）                                                                                                                

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引                             

                                                                                                                 

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

                                    （単位：百万円） 
 当 期                               前 期                                

 

 
取得価額相当額 

減価償却累計額

相 当 額              
期末残高相当額 取得価額相当額

減価償却累計額 

相 当 額               
期末残高相当額

 

 

建        物   ３，９４９   ２，１１３   １，８３５    ５，１９６   ２，９１６   ２，２８０  

機 械 装 置                 １１６      ９６      ２０     １１６      ８３      ３３  

車両運搬具                   －       －       －       ６       ５       ０  

工具器具備品     ９７７     ６６７     ３１０   １，１６０     ７０４     ４５５  

ソフトウェア            ３５      ２４      １１     １０１      ８３      １８  

合    計   ５，０７９   ２，９０１   ２，１７８   ６，５８１   ３，７９３    ２，７８７  

       （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払      

             利子込み法により算定しております。                                                                  

                                                                                                                 

  ２．未経過リース料期末残高相当額                                                                               

                                      （  当      期  ）         （  前       期  ）                             

       １ 年 以 内                               １，０５５  百万円        １，２７０  百万円    

       １ 年 超                                 １，１２２                １，５１６          

      ─────────              ──────             ───────                                   

       合          計                 ２，１７８                ２，７８７          

       （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が      

             低いため、支払利子込み法により算定しております。                                                    

                                                                                                                 



  

 -40-

３．支払リース料及び減価償却費相当額                                                                           

                                      （  当      期  ）        （  前       期  ）                             

       支 払 リ ー ス 料                                １，３０２  百万円      １，５８８  百万円     

      減価償却費相当額                              １，３０２          １，５８８            

                                                                                                                 

４．減価償却費相当額の算定方法                                                                                 

       リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。                                
 

 

（ 有 価 証 券 関 係 ）                      

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

    該当事項はありません。 

 

 

（税効果会計関係）                      

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （ 当     期 ） （ 前     期 ） 

        繰延税金資産 

          完成工事補償引当金損金算入限度超過額 

     賞与引当金損金算入限度超過額 

     有価証券否認 

     たな卸資産評価損否認 

          役員退職給与引当金否認 

          貸倒引当金損金算入限度超過額 

          退職給付引当金損金算入限度超過額 

     その他有価証券評価差額金 

     譲渡損益調整資産に係る譲渡損益否認 

          繰越欠損金 

     その他 

８４

１０４

１，０３６

２，３７５

４１６

１，５５１

１４５

２９

２，３８９

１５，２２９

５４７

百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６４ 

１０９ 

７２８ 

２，５２５ 

５６０ 

１，３６１ 

１１８ 

１３５ 

－ 

１２，５５３ 

    ２０２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          繰延税金資産小計 

          評価性引当額 

２３，９０９

△２３，２２９

 １８，３５８ 

△１５，１６３ 

 

 

        繰延税金資産の純額 ６８０    ３，１９５  

 

    再評価に係る繰延税金資産 

          評価性引当額 

４０４

△   ４０４

  

  ２，７５５ 

△ ２，７５５ 

 

 

         再評価に係る繰延税金資産の純額 －        －  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因になった主要な項目別の内訳については、当期に

おいては税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。 
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部門別売上高実績 
（単位：百万円） 

                

                期 間 

                    

当              期 

(
自  平成14年 4月 1日

至  平成15年 3月31日
) 

前      期 

(
自  平成13年 4月 1日

至  平成14年 3月31日
) 

                項 目 

品 目 
件    数 金    額 比  率 件    数 金    額 比  率 

                    

 戸 建 住 宅                   

 ｱ ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾊ ｳ ｽ                   

 戸 建 分 譲 住 宅                   

 分 譲 マ ン シ ョ ン                   

 代理店向部材売上                   

 そ の 他 資 材 売 上                   

 そ の 他                   

 

      2,202 

        110 

        204 

         59 

        878 

          - 

          - 

 

     50,171 

        765 

     10,654 

      1,224 

      6,383 

     10,503 

      1,443 

            % 

       61.8 

        0.9 

       13.1 

        1.5 

        7.9 

       13.0 

        1.8 

 

      2,631 

        185 

        118 

        170 

        915 

          - 

          - 

 

     59,586 

      1,118 

      4,626 

      4,564 

      6,806 

     12,759 

        789 

            % 

       66.0 

        1.2 

        5.1 

        5.1 

        7.6 

       14.1 

        0.9 

         計               3,453      81,145       100.0       4,019      90,252       100.0    

 

 

 

受注及び契約実績 
（単位：百万円） 

                期 間 

                    

当              期 

自  平成14年 4月 1日

至  平成15年 3月31日
) 

前      期 

(
自  平成13年 4月 1日

至  平成14年 3月31日
) 

                項 目 

品 目 
件    数 金    額 比  率 件    数 金    額 比  率 

                    

 戸 建 住 宅                   

 ｱ ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾊ ｳ ｽ                   

 戸 建 分 譲 住 宅                   

 分 譲 マ ン シ ョ ン                   

 代理店向部材売上                   

 そ の 他 資 材 売 上                   

 そ の 他                   

 

      1,819 

        123 

        199 

        121 

        878 

          - 

          - 

 

     43,344 

        998 

     10,581 

      2,158 

      6,383 

     10,503 

   1,562 

            % 

       57.4 

        1.3 

       14.0 

        2.9 

        8.4 

       13.9 

        2.1 

 

      2,499 

         95 

        121 

         89 

        915 

          - 

          - 

 

     56,637 

        596 

      4,807 

      2,282 

      6,806 

     12,759 

    789 

            % 

       66.9 

        0.7 

        5.7 

        2.7 

        8.0 

       15.1 

        0.9 

         計               3,140      75,531       100.0       3,719      84,679       100.0   

 

 

 

受注残実績 
   （単位：百万円） 

               期 間 

                    

当              期 

（ 平成１５年 ３ 月 ３１ 日現在 ） 

前              期 

（ 平成１４年 ３ 月 ３１ 日現在 ） 

                項 目 

品 目 
件    数 金    額 比  率 件    数 金    額 比  率 

                    

 戸 建 住 宅                   

 ｱ ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾒ ﾝ ﾄ ﾊ ｳ ｽ                   

 戸 建 分 譲 住 宅                   

 分 譲 マ ン シ ョ ン                   

 そ の 他                   

 

      1,110 

        104 

         15 

         68 

          - 

 

     27,677 

        934 

        907 

      1,065 

        119 

            % 

       90.1 

        3.0 

        3.0 

        3.5 

        0.4 

 

      1,493 

         91 

         20 

          6 

          - 

 

     34,504 

        701 

        980 

        131 

          - 

            % 

       95.0 

        1.9 

        2.7 

        0.4 

          - 

         計               1,297      30,704       100.0       1,610      36,317       100.0   
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役員の異動 
 

１．新任取締役候補 

 

  常務取締役  池 田   力       （現 株式会社みずほ銀行理事） 

 

  取 締 役  高 田 周 一       （現 常務執行役員 営業推進本部長） 

 

２．退任予定取締役 

 

  取 締 役  大 瀧 敏 雄       （執行役員 物流事業本部長） 

 

３．新任監査役候補 

 

  常勤監査役  光 藤 二 郎       （現 株式会社近畿大阪銀行取締役専務執行役員） 

（商法特例法第18条第1項に定める 

社外監査役候補） 

 

４．退任予定監査役 

 

  常勤監査役  牧 野   勤       （ハウジングテクノ株式会社監査役、 

（商法特例法第18条第1項に定める       エス・バイ・エルホームセンター株式会社監査役） 

社外監査役） 

 


